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令和６年度 入札契約改善に向けたハンズオン支援の取組概要

施工時期の平準化の取組⑨総合評価落札方式の活用①

設計変更ガイドラインの策定⑩低入札価格調査制度(算定式)②

スライド条項の運用基準⑪低入札価格調査制度(公表時期)③

下請からの社会保険等未加入業者の排除⑫最低制限価格制度(算定式)④

第三者機関等の設置⑬最低制限価格制度(公表時期)⑤

義務付け事項の実施⑭法定福利費の適切な計上⑥

建設キャリアアップシステムの活用⑮予定価格の公表時期⑦

週休２日工事の実施⑧

入札契約改善に向けた重点取組

ハンズオン支援 スキーム図
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入札契約改善に向けた重点取組項目

取組実施例（勉強会の開催等）

○勉強会を通じて、入札契約制度の改善の意義について理解を深めた後、改善目標（ロードマップ）を各市町村で作成
○その後、都道府県が中心になり、管内市町村のロードマップをフォローアップしながら改善を推進



応募動機勉強会の開催市町村数団体名

• さらなる平準化率向上の取り組みに課題を感じている市
町村がいる。

• 市町村によっては、発注担当職員が少数かつ事務職であ
り、工事や積算に関する知識がない中で入札制度を整
備するために、必要な知識の習得や、個々の課題解決に
効率的に取り組むための手法の習得が必要。 等

第１回 8月21日
第２回 10月24日
第３回 1月20日

63団体
（40市）
（22町）
（１村）

埼玉県

• 市町村によっては専門的な知識やノウハウを有する職員を
常時配置することが困難なことから、新たな制度の導入や
現行制度の改正に踏み切れずにいる。

第１回 9月 4日
第２回 11月11日
第３回 2月 3日

30団体
（20市）
（6町）
（4村）

新潟県

• 長期的、短期的にも業務量の隔たりがあり、平準化が進
まない。

• 入札参加者が少なく、不調・不落のリスクが高い。 等

第１回 8月29日
※台風10号接近のため、勉
強会を中止し、オンデマンド配
信に切り替え
第２回 11月 1日
第３回 1月31日

20団体
（10市）
（10町）

佐賀県

令和６年度にハンズオン支援を実施した都道府県
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入札契約改善に向けた埼玉県の取組（市町村平均）

入札契約改善に向けた重点取組15項目

総合評価落札方式の活用①

低入札価格調査制度（算定式）②

低入札価格調査制度（公表時期）③

最低制限価格制度（算定式）④

最低制限価格制度（公表時期）⑤

法定福利費の適切な計上⑥

予定価格の公表時期⑦

週休２日工事の実施⑧

施工時期の平準化の取組⑨

設計変更ガイドラインの策定⑩

スライド条項の運用基準の策定⑪

下請からの社会保険等未加入業者の排除⑫

第三者機関等の設置⑬

義務付け事項の実施⑭

建設キャリアアップシステムの活用⑮

重点取組15項目について、
〇令和５年度入契調査では、県内市町村の平均実施率は、約53％。
〇令和９年度末時点の県内市町村の平均実施率の見込は、約95％。
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令和６年度末時点 令和７年度末時点 令和８年度末時点 令和９年度末時点

改善目標
改善目標

改善目標
改善目標

52.8％
（7.9項目）

61.5％
（9.2項目）

68.5％
（10.3項目）

78.4％
（11.8項目）

95.1％
（14.3項目）

実施済 実施済 実施済 実施済 実施済

令和6年度
入札契約改善に向けた
ハンズオン支援（勉強会）
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入札契約改善に向けた新潟県の取組（市町村平均）
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入札契約改善に向けた重点取組15項目

総合評価落札方式の活用①

低入札価格調査制度（算定式）②

低入札価格調査制度（公表時期）③

最低制限価格制度（算定式）④

最低制限価格制度（公表時期）⑤

法定福利費の適切な計上⑥

予定価格の公表時期⑦

週休２日工事の実施⑧

施工時期の平準化の取組⑨

設計変更ガイドラインの策定⑩

スライド条項の運用基準の策定⑪

下請からの社会保険等未加入業者の排除⑫

第三者機関等の設置⑬

義務付け事項の実施⑭

建設キャリアアップシステムの活用⑮

重点取組15項目について、
〇令和５年度入契調査では、県内市町村の平均実施率は、約54％。
〇令和９年度末時点の県内市町村の平均実施率の見込は、約98％。
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実施済 実施済 実施済 実施済 実施済

53.6％
（8.0項目）

改善目標59.1％
（8.9項目）

改善目標

改善目標 改善目標

65.6％
（9.8項目）

77.6％
（11.6項目）

98.2％
（14.7項目）

※数値は小数点第2位を四捨五入しております。
そのため、令和6年度、9年度の合計値は必ずしも一致しません。

令和6年度
入札契約改善に向けた
ハンズオン支援（勉強会）



入札契約改善に向けた重点取組15項目

総合評価落札方式の活用①

低入札価格調査制度（算定式）②

低入札価格調査制度（公表時期）③

最低制限価格制度（算定式）④

最低制限価格制度（公表時期）⑤

法定福利費の適切な計上⑥

予定価格の公表時期⑦

週休２日工事の実施⑧

施工時期の平準化の取組⑨

設計変更ガイドラインの策定⑩

スライド条項の運用基準の策定⑪

下請からの社会保険等未加入業者の排除⑫

第三者機関等の設置⑬

義務付け事項の実施⑭

建設キャリアアップシステムの活用⑮

入札契約改善に向けた佐賀県の取組（市町平均）

重点取組15項目について、
〇令和５年度入契調査では、県内市町の平均実施率は、約33％。
〇令和９年度末時点の県内市町の平均実施率の見込は、約95％。
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実施済 実施済 実施済 実施済 実施済

33.3％
（5.0項目）

44.6％
（6.7項目）改善目標

改善目標

改善目標

改善目標

50.0％
（7.5項目）

63.6％
（9.6項目）

95.0％
（14.3項目）

令和6年度
入札契約改善に向けた
ハンズオン支援（勉強会）
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今後の取組に向けて（フォローアップ）

〇市町村での各年度の実行計画（ロードマップ）による改善に向けた実践を行い、県と連携し、国への
相談窓口の活用を図りながら、目標達成に向けた継続した取組を行っていく。

〇また、市町村全体の改善状況の可視化・共有を行うことにより、県開催の会議を通じたフォローアップ
を図り、県内市町村全体の入札契約改善を進めていく。なお、ロードアップは毎年年度末を目処に
市町村が更新し、県は進捗状況を確認（モニタリング）する。

県 市町村

・個別目標の設定
・改善取組（実践）
・進捗の共有 等

・目標の提示
・進捗のモニタリング
・個別相談受付 等

助言・支援

国 ・情報、資料、事例等の提供
・助言（ホットラインによる相談受付）

連携

ホットライン
（県⇒国）

個別相談

ホットライン（入札契約適正化相談窓口※）
（市町村⇒国）

各県開催の会議等

フォローアップ

(※) https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001486415.pdf

埼玉県、新潟県
佐賀県
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